
一般廃棄物

産業廃票物以外
の廃粟物で、家庭
か5生 じた普通
ごみ、粗大ごみな
ど、また事業活動
に伴って生じた紙
ごみ、木くず、

繊維くず、生ごみ
などをいう。

浮島2期 埋立地
ごみ焼却灰等の

新たな埋立処分地
として、川崎区浮
島町523番 地1
で都市施設廃粟物

を王として埋立処
分を行っている。
面積は約168ha。

残余年数はあよそ
23年 。

■資源の有効活用による循環型地域社会の形成

～廃棄物の発生抑制、再利用 ・再生利用、適正処理の推進～
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・2010年 度 に おけ る市 民 一 人 一 日あた りの 一般 廃 棄物 排 出量(事 業

系も含む)を2000年 度 に対 し、5%削 減す ることを 目指す。
・2010年 度 にお け る一 般廃 棄 物 の再 資 源化 率 を22%と す る こ とを 目

指 す。
・2010年 度 に お け る産 業 廃 棄 物 発 生 ■ を1999年 度 レベル に抑制 ・

維持 する とと もに、再資源化 率を51%と す ることを 目指す。

現 状

一 一 般 廃 棄 物 一

市 内の一般 廃棄物 の排出 量は、 ごみ非 常事態 宣言 を行 った1990年 度 をピ ークに減 少

しています。2004年 度の市 内総処理 量は、497,522ト ンで、前年度1こ比べ て34,105ト

ン、約6。4%の 減少となりました。

その内訳を見ると、家庭系ごみは340,812ト ンで、前度度 に比べて15.2%減 少 し、事業

系ごみは155,688ト ンで、前度度に比べて21.2%増 加しました。
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2004年 度 の 事 業 系 ご み を 含 め た 市 民1人1日 当 た り の 一 般 廃 棄 物 排 出 量 は

1,044gで 、 前 年 度 の1,123glこ 比 ぺ7.03%減 少 し 、 基 準 年(2000年 度)に 比 べ

7.28%減 少 しま した。

家 庭 系 ご み1人1日 当 た りの 排 出 量 は715gで 、 前 年 度 の849gに 比 べ て15.8%

減少 しま した。

1人1日 ご み 排 出量 の 推 移

(単 位=9)

年 度 1990 1995 2000 2002 2003 2004

家庭系 1,131 977 ass 846 849 715
ごみ排出量

全体(大 ロ・自己搬入を含む.) 1,320 1,165 1,126 1,125 1,123 i,oaa

実績(対2000年 度比)
一 一 基準年 .o.os% XO.27 X7.3%

削減率
重点目標値(2010年 度) 一 　 ▲5%

2004年 度の一般廃棄物のうち、市が収集した量は341,834ト ン(総 処理量の約62,2%)で 、

事業者等の施設搬 入によるものは155,688ト ンでした。これ らの一般廃棄物のうち空 き缶、

空き瓶、古紙、金属類、ペッ トボ トル、使用済み乾電池は資源化物 として回収 しています。

471,486ト ンは処理センターで焼却処理し、残灰は浮島地先に埋立処分しています。
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(産 業 廃棄物)

中 間処 理施設
産業廃棄物の最
終処分に当た っ
て、廃棄物を減量
化すること、さら
に安全かつ安定し
た状態にすること
などを目的に、焼
却、中和、溶融、
脱水、粉砕、圧縮
等の処理を行う施
設。

拡大生産者責任
製品の製造者等
が物理的又は財政
的に製品の使用後
の段階で一定の責
任を果たすという
考え万。
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(川崎市)産 業廃
棄物処理指導計

『計画的かつ総合
的な産業廃棄物行
政の推進 を 目的
に、市内の産業廃

棄物の発生、処理
等の実態 に基づ
き、2000年 度 に
策定した。この計
画は、2001～
2005年 度の5か
年計画で、 「循環
型社会形成」、「適
正処理の推進」等

を基本理念として
いる。

市 内の中間処理施設の 処理能力 は650万 トン/年 で、 市域か らの産業廃棄 物の発生猛 を

十分に処理可能なことか ら、本市においては、中間処理施設を無計画1こ設置するのではなく、

従来の中間処理を 「スクラ ップ&ビ ル ド」することにより、その処理能力や処理工程 を改善

し、産業廃棄物の再資源化を促進するよう処理施設の整備に努めています。

2000年 度 には、計画的かっ総合 的な 産業廃棄物行政の推進 を目的と して、産業廃棄物

実態調査 を実施 して、市内の産業廃棄物の発生、処理等の実態を把握するとともに、 その調

査結果に基 づい て 「循 環型社会形成」、 「適正処理等 の推進」等を基本理念と して、第3次

川崎市産 業廃棄物処理指導計画(2001～2005年 度、5か 年計画)を 策定 し、川崎市環境

基本計画に 掲げる環境政策の理念の実現を目指 します。

重点的取組事項の実施状況

具体的な施策の実施状況にっきましては、第3章 を御覧ください。

● 廃棊物の発生 ・排 出抑制
・循 環型 社会 形成 推進 基本法 に基 づ く.排 出者 責任 .拡 大生 産者 責任 による リサ

イ クル 関連 法へ の積極 的取組

容器包装 リサイ クル法に基 づくペ ッ トボ トルの分 別収集全市拡大や 「その他プラスチ

ック」の分別収集 につい て検討 し、ペ ッ トボ トルについ ては、2003年9月 か ら全市 で

分別収集を実施 しました。

・ 資源集 団 回収 事 業 ・生 ごみ コンポス ト化 容器 ・家庭用 生 ごみ処 理機 へ の助 成制

度 による普 及啓発 の拡 充

1資 源集団回収事業について

資源集団回収事業については、従来か ら 「<ら しとごみのカ レンダー」、再利用品

交換情報誌 「エ コー」等の各種 リーフレッ トや広報誌による啓発、生活環境事業所推

進担当及び廃棄物減量指導員 による普及啓発1こよって、実施団体の登録や協力世 帯の

増加 を呼びかけると同時 に、2003年1月 には、新 たに川崎市 インタ ーネ ット ホー

ムページによる制度の紹介と協力のお願いをは じめ、普及啓発の拡充を図っています。

2生 ごみ コンポス ト化容器 ・家庭用生ごみ処理機等購入費助成制度にっい て

2005年2月 に、従来 の助成制 度 を継続 すると ともに、参加者 を市政だ よ り、ホ
ームペ ージ等 で募 集 し

、 生ごみ 堆肥化 講習会 を開催 しま した。今 後も講習 会 等 に

より、多くの万が生ごみの減量に取 り組め るよう情報提供に努め ます。

・ 事業 系 ごみ の減 ■化 ・再 資源 化施 策 の推 進

事業系ごみの減量化 ・再資源化施策を推進するため、平成16年4月 から事業系ごみの市収集

を廃止 し、事業者処理責任を徹底するとともに、事業系ごみ減量化 ・再資源化に向けた支援制

度を創設 し、事業者に対する減量化 ・資源化の取組への指導を図りました。

また、多量及び準多量排出事業者に対 し、減量等計画書の提出による更なる事業系ごみ減

量化 ・資源化に向けた指導を図りました。

・ 自主 管 理事 業者 への 減 量化及 び適 正処 理等 の指導

本市は、神奈川県、横浜市、横須賀市及び相模原市と共同で、排出事業者の自主的な取 り組

みを促進するため自主管理事業を行 っております。前年度の産業廃棄物の発生量が800ト ン以

上(特 別管理産業廃棄物の場合40ト ン以上)の 事業者を対象とし、 「廃棄物管理に関する自己

評価報告」、 「産業廃棄物処理計画」又は 「産業廃棄物処理計画実施状況報告」等が作成さ

れ、本市に提出されます。これら分析結果をフィー ドバック し、他者の取 り組み事例などを

情報提供することで、廃棄物の減量化及び適正処理等に向けた取組みを推進 しています。

● 廃棄物の再利用及び再生利用
・川崎臨海部における民間主導型の環境産業の立地等エコタウン事業の推進

2003年 度には、廃ブラスチックアンモニア原料化施設が稼動しています。
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・費用対効果分析手法の研究開発による資源化経費の低減方策の検討

ごみの収集 ・処理に関する現行体制の見直しなど、効率的、効果的な制度への再構築

に向けて、費用対効果の観点から検討しています。

・ 建 設 リサ イ クル 法 施行 による建 設 資材 の リサイ クル の 推進

1分 別解体、再資源化 にっいての推進を図るための現場 パ トロールの実施

2未 届工事に対 するパ トロール

3市 発注工事の建設副産物実態調査の実施

4ホ ームペ ージ、ポ スタ ー、 パンフレットによるPR

● 廃棄物の適正処理
・最終処分量の抑制に向けた資源化施策の拡充と最終処分場の延命化対策

廃棄物の再資源化、リサイクル及び減量化に向けた取組を弓1き続き行い、延命化を図
っています。

・ 資源化 処理 施設 を 併設 した(仮 称)リ サイ クル パ ーク あ さお建 設 の推進

人ロ増加の続く北部地域の廃棄物処理を担 っている王禅寺処理センタ ーは、稼働後38

年を経過し、老朽化に伴い、焼却能力の低下が見られるなど、更新時期が到来 しています。

このため、ごみ焼却処理施設と資源化処理施設を併設した総合的な廃棄物処理施設と して、

リサイクルパークあさおの建設計画 を推進 してい ます。事業の推進1こあたっては、環境保

全に十分配慮し、環境型社会にふさわ しい施設の建設を目指し、計画を進めていきます。

2000年 度 か らは、 条例 に基づ く環境 影響評 価手 続 きを開始 し、2002年 度 には環 境

影響評価方法書の広告 ・縦覧、2004年 度 は、環境影響評価準備書手続きの基礎デ ータ

となる環境状況調査 を実施 しま した。今後、引 き続き環境影響評価手続きを進め、200

7年 度建設工事着手を目指 し、事業を推進していきます。

・ 在 宅 医療廃 棄物 の 店頭 回収 に関す る取 組

在宅 医療 で使用 した注射針や不要にな った薬がごみ集積場 に廃棄 ざれた場合、針刺 し

事故 、誤飲 ・誤使用事故の危険があ ります。これ5の 未然防止のため、従来か ら行 って

いた医療機 関1こよる回収 に加え、注射針当を購 入 した薬局 での回収が開始 されま した。

これ につい ての広報面での支援 を行 うとともに、 回収を行 ってい る薬局 に対 しては、回収

した注射針等の適正処理を指導しています。

・(財)か ながわ廃棄物処理事業団の活動促進による事業者の県内処理に向けた

発生抑制、減量化 ・再資源化の取組指導等の強化

1999年6月 に稼動した 「かながわクリーンセンター」の安全で効率的な運転に努め、

産業廃棄物の広域的な処理を行うととも1こ、民間処理施設の設置促進に向けた調査研究

及びその成果の普及啓発を行い、健全な事業活勤の維持発展と県民の快適な生活環境の

向上に努めています。

・ 廃 棄物 不法 投 棄防 止対 策 の推進

不 法投棄監視装置 ・監視 カメラの設置、 夜間パ トロールの実施に より監視 を強化する

とともに、 関係機関 ・関係局による廃棄物 不法 投棄 防止等連絡協議会 を設置 し、連絡調

整や連携を図っています。
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